
　　　

日本も世界も、今年は新型コロナウイルス感
染症のパンデミックによって、大打撃を喰

らった。日本では、今年の前半は、とにもかくに
も感染症の拡大防止のために経済活動を自粛した
時期。後半は、感染症の抑制と経済活動のバラン
スを模索した時期と位置付けられよう。それでは、
今年後半の日本経済の現状を、どう理解したらよ
いのだろうか。

日本の 7 ～ 9 月期の経済データは、4 ～ 6 月
期に比べて改善したが、その要因を 3 点指

摘したい。
　第 1 は、国内全般で、対面型活動の再開に加え、
オンライン環境の整備もあって、事業活動が回復に
向かったことである。その背景には、冒頭に述べた
通り、経済活動に対するスタンスの変化があった。
　第 2 は、中国経済の予想外に順調な回復である。
積極的な財政出動による経済のテコ入れは、前回
世界経済が急落したリーマンショック時を思い起
こす。加えて、コロナの早期収束による「時間差
効果」もあって、パソコンやマスクを筆頭に、中
国から世界への輸出が大幅に増加した。製造業が
G D P の 4 割を占める中国では、これが経済回復
の強力なエンジンとなった。
　第 3 は、I T 関連企業の活況である。これは当
初からある程度予見されていたことだが、リモー
トワークに必要な電子機器・通信サービスや、巣
ごもり消費のゲーム機器・ソフトなどの需要が大
幅に増加した。加えて、米国の安全保障上の規制
強化を恐れて、中国企業が、日本からの半導体製
造装置の購入を前倒しした影響もあるようだ。

しかしながら、その反面で、非常に気懸りな
こともある。これについても3点指摘したい。

　第 1 は、経済活動の水準は依然として低く、コ
ロナ前の水準に戻るには、まだ 2 ～ 3 年はかかり
そうなことである。景気が底を打ったことは否定
しないが、その勢いや持続性については要注意で

ある。通常の景気回復パターンであれば、生産の
増加 → 雇用・所得の増加 → 個人消費の増加 → 生
産の更なる増加といった前向きの景気循環メカニ
ズムが働き、広がりを伴いながら加速度的に改善
する。しかしながら、今回は、あくまでも停止状
態だった経済の再始動であり、感染防止策として
のソーシャルディスタンスの確保など、ブレーキ
がかかった状態は続く。雇用や設備に余剰感が残
る以上、景気の改善テンポは、低水準のまま徐々
に頭打ちになると覚悟する必要がある。
　第 2 は、海外との比較においても、今後の日本
経済の回復力は鈍いとみられることである。IMF
の 10 月の世界経済見通しによると、2020 年と
2021 年の日本の成長率見通しは、▲ 5.3％ → ＋
2.3％。世界全体の▲ 4.4％ → ＋ 5.2％、米国の▲
4.3％ → ＋ 3.1％、中国の＋ 1.9％ → ＋ 8.2％など
に比べると大きく見劣りする。その根底には、日
本の潜在成長力の弱さが影響していると考えられ
るが、ウィズコロナ時代への突入を転機に、新た
な成長シナリオをどう描くかが課題である。
　第 3 は、大企業と中小企業、資産家・高所得者
層と中間層・貧困層の間で、格差が一段と拡大す
ることである。日銀の 9 月短観をみても、足もと、
大企業と中小企業の業況回復テンポには大きな差
がついた。株価は、政策効果もあって逸早く 6 月
にはコロナ前水準に回復した一方、非正規労働者
のみならず、コロナの影響が甚大な業種を中心に
雇用調整はこれからが正念場である。

今般のコロナ禍は、日本経済の課題である低
温経済・デフレからの脱却や国家財政の再

建に対して、大きな重石となってしまった。その
一方で、働き方改革や、デジタル化促進、東京一
極集中是正などの面では、日本の目指すべき方向
を後押しする形になっている。こうしたプラスの
面が急展開することで、日本経済の基礎体力を高
め、新たな時代の幕開けとなることを期待したい。
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2020 年後半、コロナ禍の日本経済をどう読むか
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化学肥料や農薬、遺伝子組換え技術を使わず、
環境にやさしい方法で栽培するのが「有機」。
有機への徹底的なこだわりが、深い味わいの源泉となる。

　「まろやかな味」というのが、口にしたときの第一印象であった。普段ケチャッ

プの酸味を嫌う子どもたちも、これならば口にするそうだ。

　ツンとしない、程よい酸味の秘訣は、原料へのこだわりにある。トマトに限らず、

砂糖、酢、調味料などの配合原料は、すべて有機栽培 100％。国内には大量かつ

安定的な供給先が見当たらないため、原料はすべ

て海外から調達。主役のトマトは、アメリカ産で

ある。

　オムライス、パスタ、ホットドッグなどの定番

メニューに欠かせないトマトケチャップが、楽し

い食のシーンを演出する。中濃ソースと１対１で

混ぜると、絶妙のハンバーグソースになる。

■ 高橋ソース株式会社
　 1946 年　米穀商として創業
　 1952 年　本格的にソース製造を開始し、現社名に変更
　 2018 年　新工場稼働
　 代表取締役社長：高橋亮人
　 〒 367-0063　本庄市大字下野堂 604-7 電話：0495-24-1641
　 https://www.takahashisauce.com
    （本庄支店取引先）
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